
○ 特定接種は、新型インフルエンザ等対策特別措置法第２８条に基づいて実施されるものである。また、政府行動計
画やガイドライン（注）に、接種対象となる業種、接種順位の基本的な考え方、登録の要件・基準などが定められている。

これらをふまえて、厚生労働大臣は、登録の基準、方法を告示で定めることになる。

※ 登録事業者には、新型インフルエンザ等発生時においても、医療の提供・国民生活及び国民経済の安定に寄与する業務を継続的に実
施する努力義務が課されている。（特措法第４条）

※ 実際の特定接種の対象、接種総数、接種順位は、新型インフルエンザ等発生後に政府対策本部において判断し、基本的対処方針に
よって決定される。そのため、厚生労働大臣の登録を受けたからといって、必ずしも特定接種の実施対象となるわけではない。

指示
厚生労働

大臣
実施

・登録事業者（医療の提供又は国民生活・国民経済の安定
に寄与する業務を行う事業者で、厚生労働大臣の登録を受
けているもの）の従業員に対する特定接種の実施
・対策の実施に携わる国家公務員に対する特定接種の実施

都道府県知事

市町村長

・対策の実施に携わる地方
公務員に対する特定接種の
実施

※ 登録事業者、都道府県、市町村は接種や登録に協力

政府対策本部

本部長が
期間を指定

本部長
（内閣総理大臣）

指示

特定接種について

新型インフルエンザ等が発生した場合に、医療の提供又は国民生活・国民経済の安定に寄与する業務
を行う事業者の従業員や、新型インフルエンザ等対策の実施に携わる公務員に対して行う予防接種

接種のイメージ

実施

（注）新型インフルエンザ等対策政府行動計画（平成２５年６月７日閣議決定）、新型インフルエンザ等対策ガイドライン（平成２５年６月
２６日新型インフルエンザ等及び鳥インフルエンザ等に関する関係省庁対策会議決定）

根拠等
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特定接種の接種対象業種と接種順位の考え方

○ 政府行動計画において、特定接種の登録対象となる業種等を下表のとおりとするとともに、接種
順位は、下表のグループ①（医療分野）からの順とすることを基本とされている。

※ 実際の特定接種対象者の範囲や接種順位等については、新型インフルエンザ等発生時に、政府
対策本部において、発生状況等に応じて柔軟に決定することとされている。

類型 業種等 接種順位

医
療
分
野

新型インフルエンザ等
医療型

新型インフルエンザ等医療 グループ
①

重大・緊急医療型 重大・緊急系医療

新型インフルエンザ等対
策の実施に携わる公務員

新型インフルエンザ等の発生により対応が必要となる業務に従事する者

国民の緊急の生命保護と秩序の維持を目的とする業務や国家の危機管理に関する業務に従事
する者

グループ

②

国
民
生
活
・国
民
経
済
安
定
分
野

介護・福祉型 サービスの停止等が利用者の生命維持に重大・緊急の影響がある介護・福祉事業所

グループ
③

指定公共機関型
医薬品・化粧品等卸売業、医薬品製造業、医療機器修理業・医療機器販売業・医療機器賃貸業、
医療機器製造業、ガス業、銀行業、空港管理者、航空運輸業、水運業、通信業、鉄道業、電気業、
道路貨物運送業、道路旅客運送業、放送業、郵便業

指定同類型

（業務同類系）

医薬品・化粧品等卸売業、医薬品製造業、医療機器修理業・医療機器販売業・医療機器賃貸業、
医療機器製造業、映像・音声・文字情報制作業、ガス業、銀行業、空港管理者、航空運輸業、水
運業、通信業、鉄道業、電気業、道路貨物運送業、道路旅客運送業、放送業、郵便業

指定同類型
（社会インフラ系）

金融証券決済事業者、石油・鉱物卸売業、石油製品・石炭製品製造業、熱供給業、

その他の登録事業者
飲食料品卸売業、飲食料品小売業、各種商品小売業、食料品製造業、石油事業者、その他の生
活関連サービス業、その他小売業、廃棄物処理業

グループ

④

（注）

※指定公共機関型の事業者と同様の業務を行う公務員については、指定公共機関型と同順位とする。
※上下水道、河川管理・用水供給、工業用水道の業務を行う公務員については、公共性・公益性から整理し、指定公共機関型と同順位とする。
※医療分野、介護福祉型、その他の登録事業者と同様の業務を行う公務員についてはそれぞれ民間の事業者と同順位とする。 2



特定接種に関する医療関係者の登録について

○ 新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき、厚生労働大臣は予め特定接種の対象となる事

業者の登録を行うこととされており、相当数の事業者※１を登録することが想定されている。

○ このため、政府行動計画における接種順位の基本的な考え方※２を踏まえ、新型インフルエンザ医

療等に従事する医療関係者※３について、年内に登録を開始する。

※１ １００万を超える事業所が対象となることが想定される。

※２ ①医療関係者、②新型インフルエンザ等対策の実施に携わる公務員、③指定公共機関制度を中心とする基準

による事業者、④それ以外の事業者の順とすることを基本とすることとされている。

※３ 新型インフルエンザ等医療の提供、あるいは、生命・健康に重大・緊急の影響がある医療の提供を行う保険医

療機関等を対象とする。

第１グループ 病院 診療所 第２グループ 歯科診療所 薬局 訪問看護ステーション等

○ 登録に係るWebシステムについては、２６年度中に構築することとしており、医療関係者の登録後

に、このシステムを利用して、国民生活・国民経済安定分野の業種についても登録を行う。
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病院

厚生労働省

保健所

医療機関等の申請・登録のイメージ

都道府県

保健所

指定都市・中核市・保健所設置市・特別区

申請書送付 登録申請

診療所
保険医療機関等

その他
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医療機関等の登録スケジュール

１１月 告示、実施要領の発出

１１月２０日 都道府県等説明会の開催

１２月 都道府県等から医療機関等へ登録申請の周知

病院の登録

診療所の登録

３月中（予定） 歯科診療所・薬局・訪問看護ステーション等の登録

２６年度中 Webシステムによる登録の開始
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